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論文の第 1 章から第 5章までは，家計あるいは個人の行動を分析し第 6章から第9章までは企業の労働需要を扱っ
ている。全章を通して数量経済分析の視点からの分析となっている。第 1 章，第 2章は構成の異なる家計間でのある一
定の厚生水準を達成するための費用の差を表わす Equivalence Scale について論じている。第 1 章では計測方法の種
類，特徴，問題点をまとめ，これまでの計測結果を整理している。第2章では日本のデータで子供の費用をEquivalence


















正確な知識，適度の懐疑的姿勢の三つがそろって初めて可能になる。本論文の中の多くの章は， Economic Studies 
Quarter1y , Economic Review_, Journal of the Japan Statistical Society 等の高質の研究誌に発表されたもので
ある。本論文は現代の経済問題に対して，すぐれて定量的な解答を試みた着実な研究成果であるということができる。
よって本論文は，博士(経済学)の学位論文として十分な価値を持つものと認められる。
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